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令和8年度工事監査結果報告 

市川市監査基準に準拠して次のとおり監査を実施した。 

１ 監査の種類 

地方自治法第 199条第 1項による工事監査 

２ 監査の対象 

⑴ 対象工事及び概要

市川市立第三中学校南側斜面地整備工事

① 工事場所 市川市宮久保 2丁⽬13番 7 外

② 契約金額  217,360,000円（税込） 

③ 施工業者  三徳建設株式会社 

⑵ 対象部署

管財部 契約課、技術管理課、設計監理課 

教育振興部 教育施設課 

３ 監査の着眼点 

対象工事は、計画、設計、積算、契約、工事監理、施工等が各段階において適正

で、効率的かつ経済的に実施されているかについて、技術上の観点を中心に監査を

実施した。 

４ 監査の実施内容 

⑴ 実施日

令和 8年 5月 28日

⑵ 調査方法

対象工事について、工事に関する計画、設計、積算、契約、工事監理、施工

等が適正かつ効率的に行われているかを主眼として、関係書類及び関係帳簿類

を調査するとともに、工事現場において関係職員からの説明を受け、施工状況

等の調査を実施した。 

なお、工事監査は、工事技術に関する専門的知識を必要とするため、特定非

営利活動法人建設技術監査センターと工事技術調査業務委託契約を締結する

ことにより実施した。 

⑶ 日程及び実施場所等

① 設計図書等の調査

令和 8 年 4 月 13 日から同年 5 月 28 日までの期間、特定非営利活動法人

建設技術監査センターの技術士による質問書に対し回答書を提出する方法

により実施した。 



② 現地施工調査

令和 8年 5月 28日に市川市立第三中学校南側斜面地の工事現場において、

施工調査を実施した。 

５ 監査の結果 

  特定非営利活動法人建設技術監査センターから工事技術調査業務委託報告書の

提出を受け総合的に判断した結果、対象工事は、計画、設計、積算、契約、工事監

理、施工等が各段階において適正で、効率的かつ経済的に実施されているものと認

められた。 



特定非営利活動建設技術監査センター 工事技術調査業務委託報告書（抜粋） 

Ⅳ 総合評価

書類調査及び現地調査の結果、計画、設計、積算、契約手続、施工、工事監

督・検査、環境管理の各項目とも、適正と評価する。

個別の評価は、以下のとおりである。

１ 計画

本工事は、市川市立第三中学校南側斜面地のレッドゾーン除外を目的と

した重要な防災事業であり、吹付法枠工や排水工等により斜面の安全性向

上を図るものである。併せて、斜面上部のグラウンドを拡幅し、学校の学習

環境改善にも寄与する計画であり、施工時の安全管理と周辺への配慮を徹

底することで、目的達成が期待できる。

（適正）

２ 設計

設計では、適用された設計基準や関連資料が適切に整備・運用されており、

設計の妥当性が確保されていた。また、工法選定に当たっては、複数工法を

比較検討し、事前調査結果や現地環境、コスト、工期、安全性を総合的に評

価した上で、最適な工法を選定している。

（適正）

３ 積算

各種基準を踏まえるとともに、刊行物の単価及び見積等を適切に使用し、

積算を行っている。

（適正）

４ 契約手続

本件は一般競争入札において予定価格超過により不落となったが、その

後、地方自治法施行令第 167 条の 2 第 1 項第 8 号に基づき、見積依頼・見

積徴取を経て予定価格内で契約を締結しており、手続は適正である。

（適正）

参考 



５ 施工

本工事は急傾斜地での吹付法枠工を中心とする安全管理上難易度の高い

施工であったが、現地調査時点まで無事故で実施されており、近隣住民から

の苦情もなく、周辺環境に十分配慮しながら工事が進められている点は評

価できる。

（適正）

６ 工事監督・検査

本工事では、写真や施工計画書は一定程度整備されていたものの、品質管

理に関する記録が体系的に整理されておらず、監督職員と施工者の間で日

常的なコミュニケーションにより確認が進む場面が多く、形式的な記録が

十分に残されていない状況が見受けられた。こうした“阿吽の連携”は現場

対応として有効である一方、PDCA サイクルの裏付けとなる記録が不足し、

改善や再発防止に活かしにくい点が課題である。

（適正）

７ 環境管理

周辺環境への保全及び建設副産物への対応等を確認した。

（適正）




